
また、倒産直前になると、賃金の支払いが遅れがちになりますので、未

払い賃金の総額に匹敵する会社財産を労働者に譲渡する協定を、経営

者との間で結んでおくことが必要です。経営者との交渉は、労働者個人で

は大変難しいので、労働組合を結成して行うことが効果的です。 

 

（２）倒産後の賃金や退職金の確保 

倒産後に賃金や退職金などの労働債権を確保するためには、早急な対

応が重要であり、早ければ早いほど確保できる可能性が高まります。本来、

労働債権は、抵当権などを除き税金・社会保険料などに次いで優先的に確

保されますが、他の債権者との関係もあり、事実上早い者勝ちと考えた方

がよいです。弁護士や労働組合と相談の上、会社側に支払要求や確保依

頼を行い、困難な場合は一般先取特権に基づく差押（または仮差押）を行

いましょう。 

 

（３）未払い賃金の立替払制度 

企業倒産により賃金や退職金が支払われないまま退職した労働者に対

して、未払の賃金や退職金の一部を立替払いする制度で、独立行政法人

労働者健康安全機構が事業を実施し、最寄りの労働基準監督署が窓口で

す。 

立替払いをした場合には、独立行政法人労働者健康安全機構がその

分の賃金債権を代位取得し、求償権を行使することになります。 

ア 要件 

事
業
主
（会
社
）の
要
件 

①労災保険の適用事業の事業主、かつ、１年以上事業を実施 

②
倒
産
し
た
こ
と 

法律上の倒産 ・ 破産手続開始決定（破産法） 
・ 特別清算手続開始命令（会社法） 
・ 再生手続開始決定（民事再生法） 
・ 更生手続開始決定（会社更生法） 

事実上の倒産
（中小企業事
業主(※)のみ） 

事業活動停止し、再開見込みがなく、賃金支払能力
がないこと（労働基準監督署長の認定） 
（※Ｐ１４０ 「■加入できる企業」に同じ） 

労
働
者
の
要
件 

①破産の申立て等（事実上の倒産の認定申請）の日の６か月前から２年
間の間に退職 

②未払賃金額等について、法律上の倒産の場合には、破産管財人等が
証明（事実上の倒産の場合には、労働基準監督署長が確認） 

③破産宣告等（事実上の倒産の認定）の日の翌日から起算して２年以内
に立替払請求 

（６）採用内定取消しについて 

採用内定は、企業が内定通知を出し、求職者から入社誓約書や身元保

証書などを受領した時点で、労働契約が成立したと見られる場合が多いよ

うです。 

労働契約が成立していれば、採用内定取り消しは、解雇と判断され、使

用者に３０日前の予告か解雇予告手当の支払い義務が生じます。 

内定の取り消しは、恣意的にできるものではなく、契約書等で定められ

た解約事由が生じた場合に限られていると判断されます。 

 

◆主な関係条文：労働基準法３条､１９条～２２条、８９条､１０４条 

労働契約法１６条、労働組合法７条 

男女雇用機会均等法９条、育児・介護休業法１０条 

個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律４条 

公益通報者保護法３条、労働者派遣法４９条の３ 

 

３ 会社が倒産したら（賃金･退職金の確保） 

会社が倒産し、賃金や退職金を受給できないケースが見受けられます。 

本来、賃金や退職金は、一般先取特権として民法で特別に保護されてい

るので、優先的に支払ってもらえるはずなのですが、会社倒産の場合、請求

した頃には会社財産が既になく、支払ってもらえないことが多いようです。 

労働者の力では、倒産そのものを防止することは大変難しいので、せめて

賃金や退職金だけでも確保したいものです。 

 

（１）倒産前の賃金、退職金、社内預金の確保 

「賃金の支払いの確保等に関する法律」により､経営者は､どんな場合で

も賃金や退職金を確実に支払える手立てを講じなければなりません｡ 

 

例）・経営者が倒産などで社内預金や退職金を支払えなくなったとき､

「金融機関が経営者に代わって支払う」という保証契約を経営者と金

融機関との間で結ぶ 

・中小企業退職金共済制度のように社外積立型の退職金制度に加

入する  など 
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また、倒産直前になると、賃金の支払いが遅れがちになりますので、未

払い賃金の総額に匹敵する会社財産を労働者に譲渡する協定を、経営

者との間で結んでおくことが必要です。経営者との交渉は、労働者個人で

は大変難しいので、労働組合を結成して行うことが効果的です。 

 

（２）倒産後の賃金や退職金の確保 

倒産後に賃金や退職金などの労働債権を確保するためには、早急な対

応が重要であり、早ければ早いほど確保できる可能性が高まります。本来、

労働債権は、抵当権などを除き税金・社会保険料などに次いで優先的に確

保されますが、他の債権者との関係もあり、事実上早い者勝ちと考えた方

がよいです。弁護士や労働組合と相談の上、会社側に支払要求や確保依

頼を行い、困難な場合は一般先取特権に基づく差押（または仮差押）を行

いましょう。 

 

（３）未払い賃金の立替払制度 

企業倒産により賃金や退職金が支払われないまま退職した労働者に対

して、未払の賃金や退職金の一部を立替払いする制度で、独立行政法人

労働者健康安全機構が事業を実施し、最寄りの労働基準監督署が窓口で

す。 

立替払いをした場合には、独立行政法人労働者健康安全機構がその

分の賃金債権を代位取得し、求償権を行使することになります。 

ア 要件 

事
業
主
（会
社
）の
要
件 

①労災保険の適用事業の事業主、かつ、１年以上事業を実施 

②
倒
産
し
た
こ
と 

法律上の倒産 ・ 破産手続開始決定（破産法） 
・ 特別清算手続開始命令（会社法） 
・ 再生手続開始決定（民事再生法） 
・ 更生手続開始決定（会社更生法） 

事実上の倒産
（中小企業事
業主(※)のみ） 

事業活動停止し、再開見込みがなく、賃金支払能力
がないこと（労働基準監督署長の認定） 
（※Ｐ１４０ 「■加入できる企業」に同じ） 

労
働
者
の
要
件 

①破産の申立て等（事実上の倒産の認定申請）の日の６か月前から２年
間の間に退職 

②未払賃金額等について、法律上の倒産の場合には、破産管財人等が
証明（事実上の倒産の場合には、労働基準監督署長が確認） 

③破産宣告等（事実上の倒産の認定）の日の翌日から起算して２年以内
に立替払請求 

（６）採用内定取消しについて 

採用内定は、企業が内定通知を出し、求職者から入社誓約書や身元保

証書などを受領した時点で、労働契約が成立したと見られる場合が多いよ

うです。 

労働契約が成立していれば、採用内定取り消しは、解雇と判断され、使

用者に３０日前の予告か解雇予告手当の支払い義務が生じます。 

内定の取り消しは、恣意的にできるものではなく、契約書等で定められ

た解約事由が生じた場合に限られていると判断されます。 

 

◆主な関係条文：労働基準法３条､１９条～２２条、８９条､１０４条 

労働契約法１６条、労働組合法７条 

男女雇用機会均等法９条、育児・介護休業法１０条 

個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律４条 

公益通報者保護法３条、労働者派遣法４９条の３ 

 

３ 会社が倒産したら（賃金･退職金の確保） 

会社が倒産し、賃金や退職金を受給できないケースが見受けられます。 

本来、賃金や退職金は、一般先取特権として民法で特別に保護されてい

るので、優先的に支払ってもらえるはずなのですが、会社倒産の場合、請求

した頃には会社財産が既になく、支払ってもらえないことが多いようです。 

労働者の力では、倒産そのものを防止することは大変難しいので、せめて

賃金や退職金だけでも確保したいものです。 

 

（１）倒産前の賃金、退職金、社内預金の確保 

「賃金の支払いの確保等に関する法律」により､経営者は､どんな場合で

も賃金や退職金を確実に支払える手立てを講じなければなりません｡ 

 

例）・経営者が倒産などで社内預金や退職金を支払えなくなったとき､

「金融機関が経営者に代わって支払う」という保証契約を経営者と金

融機関との間で結ぶ 

・中小企業退職金共済制度のように社外積立型の退職金制度に加

入する  など 
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第１１章 職場におけるパワーハラスメント 

１ 職場におけるパワーハラスメントと法制度 

職場のパワーハラスメントは、労働者の尊厳や人格を侵害する許されな

い行為です。また、職場環境を悪化させ、職場の生産性も低下するなど企

業にとっても大きな損失となることから、職場のパワーハラスメントをなくす

取り組みは重要な課題となっています。 

このため、労働施策総合推進法により、中小企業を含むすべての事業

主に職場におけるパワーハラスメント防止対策が義務付けられています。 

（１）職場におけるパワーハラスメント 

 職場において行われる、次のアからウまでの要素をすべて満たすも

のをいいます。 

ア 優越的な関係を背景とした言動 

イ 業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの 

ウ 労働者の就業環境が害されるもの 

 

（２）「職場」とは 

事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所をいい、通常就業し

ている場所以外の業務遂行場所も含まれます。 

 

（３）「労働者」とは 

事業主が雇用する全ての労働者をいい、パートタイム労働者、契約社

員等の非正規雇用労働者、派遣労働者も含まれます。 

 

（４）「優越的な関係を背景とした」言動とは 

労働者が業務を遂行するに当たり、行為者に対して抵抗又は拒絶す

ることができない関係性を背景になされるものをいい、例えば、以下のも

の等が含まれます。 

・ 職務上の地位が上位の者による言動 

・ 同僚又は部下による言動で、行為者が業務上必要な知識や豊富

な経験を有し、行為者の協力を得なければ業務の円滑な遂行を行う

ことが困難であるもの 

 ・ 同僚又は部下からの集団による行為で、抵抗又は拒絶することが

困難であるもの 

イ 立替払の対象となる賃金 

退職日の６か月前の日から立替払請求日の前日までの間に支払期日

が到来している未払給与と退職金（ボーナス、その他臨時的に支払われ

る賃金、解雇予告手当等を除く）が対象です。ただし、総額２万円未満のと

きは対象外です。 

ウ 立替払の額 未払賃金（上限あり）の８割 

退職日の年齢 未払賃金の上限 立替払の上限 

４５歳以上 ３７０万円 ３７０万円×０.８  ２９６万円 

３０歳以上 
４５歳未満 

２２０万円 ２２０万円×０.８  １７６万円 

３０歳未満 １１０万円 １１０万円×０.８   ８８万円 

例）退職日に３５歳で未払賃金が２００万円の場合は、立替払額１６０万円 
〃           ３００万円       〃     １７６万円 

（上限が２２０万円のため） 

★★問い合わせ先★★ 

管轄の労働基準監督署（Ｐ１２３参照） 
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